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2006 年 6 月 28 日 

 

 

 

 

次世代ネットワーク（NGN）に対応してネットワーク事業を再編 

-10 月 1 日付でネットワーク関連製品事業を集結。 

グループ会社 2社を合併し、国内最大規模の情報通信系エンジニアリング会社を設立- 

 

 日立製作所 情報・通信グループ(グループ長＆CEO：篠本 学、以下 日立)は、ユビキタス情

報社会の基盤となる次世代ネットワーク（Next Generation Network、以下 NGN）市場の拡大に対

応したネットワーク分野向けプラットフォーム事業体制強化として、10 月 1 日付でグループ会社 3

社が分担していたネットワーク関連製品事業を株式会社日立コミュニケーションテクノロジー（代

表取締役社長：青木 榮司、以下 日立 COM）へ集結します。また、同日付でコンピュータ系エン

ジニアリング会社の株式会社日立インフォメーションテクノロジー（取締役社長：勝部 武樹、以下 

日立 IT）と通信系エンジニアリング会社の日立ハイブリッドネットワーク株式会社（代表取締役社

長：若井 勝郎、以下 日立ハイブリッド）を合併し、国内最大規模の情報通信系エンジニアリング

会社を設立します。 

 

NGN は、IP（Internet Protocol）をベースとして専用線網、固定・移動電話網、インターネットな

どを統合する、「誰でも」「どこでも」「いつでも」「誰とでも」情報のやり取りが可能な、ユビキタス情

報社会に対応する新しいネットワーク基盤として期待されています。このため、通信と IT の融合に

より高速・大容量かつ安心、安全なサービスを提供するためのプラットフォームが求められていま

す。 

日立では、NGNが目指すサービス・アプリケーション指向かつ高可用・高信頼な大規模ネットワ

ークシステムを実現するためには、ユビキタス情報社会のニーズに応えるサービス提供基盤の実

現、セキュリティや運用性の向上など、高度な機能を提供するネットワーク製品が必要と考えてい

ます。これら多様なニーズに応えるために開発体制を強化するとともに、それを支える組み込みソ

フト技術やハード設計技術等のエンジニアリング力を増強し、魅力あるネットワーク製品を提供し

ていきます。 

 

現在、日立グループのネットワーク関連分野の事業体制は、日立のネットワークソリューション

事業部が全体戦略とシステムインテグレーションを担当し、日立 COM が通信ネットワーク製品事

業、日立 IT がコンピュータ系ネットワーク製品の開発・エンジニアリング、日立ハイブリッドが通信

系ネットワーク製品の開発・エンジニアリングを分担していますが、今後期待されるNGN市場の拡

大に向けて通信事業者、企業・公共ユーザーの多様なニーズに対応するため、グループ会社を

再編し、事業体制を強化します。 
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具体的には、まず、2006年 10月 1日付で通信事業者向けモバイル・光・IP基幹製品事業、企

業・公共ユーザー向け IP-PBX 関連製品事業を担当する日立 COM に、日立 IT のコンピュータ

系ネットワーク製品事業（IP 電話サーバ関連）と日立ハイブリッドの映像系ネットワーク製品事業

（IP ビジュアルコミュニケーションシステム関連）を集結して、通信事業者、企業・公共ユーザーに

NGN対応のプラットフォーム製品を提供できる体制を整えます。 

また、NGNに対応したエンジニアリング力の強化を目的に、同日付で日立IT、日立ハイブリッド

を合併し、両社のエンジニアリング事業を統合します。合併会社は、従業員数約 2,700 人の国内

最大規模の情報通信系エンジニアリング会社として、両社の人材、技術、豊富なノウハウを連動さ

せた製品開発を支援し、プラットフォーム製品の競争力向上を図るとともに、情報通信分野以外

の顧客に対してもエンジニアリングサービスを提供していきます。 

 

日立は、事業コンセプトuVALUEの下で、日立グループの広範な事業ノウハウと情報通信技術

を融合し、顧客との共創によりユビキタス情報社会ならではの革新的価値を提供することを目指し

ています。今回の再編により、NGN に対応したプラットフォーム事業体制を確立し、最先端のプラ

ットフォーム製品を先行開発するとともに、NGN 基盤の上で日立グループのシナジーを活かした

新しいソリューションを提供していきます。 

 

＜事業再編の目的＞ 

１．ネットワーク製品事業の集結・強化による次世代ネットワークプラットフォームの提供 

 ユビキタス情報社会では、通信・コンピュータ・映像等の従来技術をまたがり、融合させて価値を

高める製品群が望まれています。こうしたニーズに対応して、通信系技術に強みを持つ日立

COMを通信事業者・企業・公共ユーザー向けのNGN対応プラットフォーム製品事業の中核会社

として位置付け、10 月 1 日付でコンピュータ系技術に強みを持つ日立 IT、映像系技術を強みに

持つ日立ハイブリッドそれぞれの関連製品事業部門を日立 COM に集結します。各社のノウハウ

を融合し､次世代ネットワークプラットフォーム製品を先行開発できる体制を整えます。 

 今回の体制強化により、放送通信融合、情報家電等の新分野を含むユビキタス分野に対応し

た戦略的な次世代ネットワークプラットフォーム製品群の充実を図ります。 

 

２．グループ会社 2社合併によるトータルエンジニアリング強化 

合併会社では、ハードウェアをコントロールする LSI 設計、組込みソフト開発から製造にいたる

モノづくりのライフサイクルに対応したエンジニアリングサービス及びハード、組込みソフト、ミドル

ウェア、アプリケーションまでを含めたシステム構築、評価、チューニングなど技術力を特長とした

ソリューションサービスを提供します。 

情報通信システム全般にわたるエンジニアリングサービスをワンストップで提供する体制を確立

し、市場競争力、顧客対応力の向上を加速するとともに、日立の総合力を活かしサーバ、ストレー

ジ、ネットワークなどで培われた開発技術を自動車、医療等の情報通信以外のエンジニアリング

分野へも事業を拡大していきます。 
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■再編対象となるグループ会社の概要 

会社名    株式会社日立コミュニケーションテクノロジー 

資本金    30 億円 

代表者    取締役社長 青木 榮司 

事業内容  通信システム関連製品の設計・製造及び国内外への販売・サービス 

売上高    約 995 億円（2006 年 3 月期） 

従業員数  1,505 名（2006 年 3 月末） 

出資比率  日立製作所：100％（2006 年 3 月末） 

 

会社名    株式会社日立インフォメーションテクノロジー 

資本金    6 億 5 千万円 

代表者    取締役社長 勝部 武樹 

事業内容  IT システム関連製品の設計・製造及び開発・設計受託 

売上高    約 375 億円（2006 年 3 月期） 

従業員数  1,450 名（2006 年 3 月末） 

出資比率  日立製作所：61.9％、日立電子サービス：38.1％（2006 年 3 月末） 

 

会社名    日立ハイブリッドネットワーク株式会社 

資本金    4 億 5 千万円 

代表者    取締役社長 若井 勝郎 

事業内容  ネットワーク関連製品の製造・販売、情報通信関連システム・ソフトの開発・設計受託 

売上高    約 370 億円（2006 年 3 月期） 

従業員数  1,319 名（2006 年 3 月末） 

出資比率  日立製作所：75.7％、中央商事：24.3％（2006 年 3 月末） 

 

■エンジニアリング新会社の概要 

会社名    未定 

資本金    未定 

代表者    未定 

事業内容  情報通信システム製品の開発・設計受託及び関連製品の設計・製造 

売上高    約 700 億円（2006 年度見通し） 

従業員数  約 2,700 名（設立時） 

出資比率  未定 

 
■商標について 

当リリースに記載されている社名・製品名などの固有名詞は、各社の商標または登録商標です。 

以上 
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